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　国土交通省は2月7日、子育てグリーン住宅支援事業

の公式ホームページ（HP）を公開し、併せて詳細な制度

の内容に関する資料（二次元コードからアクセス）を公

開しました。2月17日現在、HPでは子育てグリーンの情

報のみが公開されていますが、今後は2025年キャンペー

ンと統合されたHPが公表される見込みです。子育てグ

リーンに変わってからの変更点はいくつかありますが、

まずリフォームについては新たに補助額60万円の「Sタイ

プ」と、40万円の「Aタイプ」という区分が設けられまし

た。新築については「GX志向型住宅」への補助が新設

されました。全ての世帯を対象にしており、補助額は1

戸あたり160万円としています。助成の条件は断熱等級6

以上かつ再エネを除いた1次エネルギー消費量の削減率

が35％以上であることです。業界では「断熱等級6をギ

リギリ達成できるレベルで1次エネ削減率35％は難しい」

とされており、「GX志向型」の条件達成には断熱等級6

以上かつ等級7以下を指す「等級6.5」を目指すのが良

いとの指摘があります。実現のためには省エネ性能を引

き上げるための高効率給湯器や樹脂トリプルなど高性

能な窓などの採用を検討すると良いでしょう。

　補助金の申請にあたって国土交通省は「お早めの申
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請を」と呼びかけています。想定よりも

早く予算上限に達してしまうリスクや手

続きに不備があった際に受け取れたはず

の補助金が受け取れなってしまうリスク

を避けるためです。今後のスケジュール

の予定に関しては以下の図を参照してく

ださい。2024年11月22日以降に 基礎工

事より後工程の工事に着手するものは対

象となるため、なるべく早めに申請の手

続きを進めましょう。

【図1】利用した金利タイプ ※住宅ローン利用者調査
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５ 金利タイプ
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・利用した金利タイプは、「変動型」が約８割、「固定期間選択型」が約１割、「全期間固定型」は約1割
・前回調査と比べると、「変動型」が0.5ポイント、「全期間固定型」が1.0ポイント増加している

１ 利用した住宅ローン

　 日本銀行は1月23 ～ 24日に 開催し た 金融

政策決定会合で 政策金利を0.25 ％ 引き 上げ、

0.5％程度へと追加利上げを行うことを決定し

ました。各銀行は政策金利をもとに変動型住

宅ローンの基準金利を決定しており、基準金利

は貸出金利に影響を与えます。このことから、

今回の追加利上げによって各銀行は4月、変動

型住宅ローンの貸出金利を引き上げる可能性が

高くなっています。日銀が変動型住宅ローンに

影響を与える政策金利を上げたのは2024年3月

のマイナス金利解除に遡りますが、「金利のあ

る世界」になった後の7月に実施された追加利

上げを経ても、変動型住宅ローンの人気には根

強いものがあります。 出典：住宅金融支援機構「住宅ローン利用者調査」（以下同）
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　図1は（独）住宅金融支援機構が1月21日に発表した

「住宅ローン利用者調査（2024年10月調査）」から抜粋

したもので、住宅ローンを使って住宅を取得した人が利

用した金利タイプを集計した図です。その結果、最新

の2024年10月調査では「変動型」が77.4％と圧倒的多

数を占め、前回調査比で0.5ポイント増加しているのが

分かります。「全期間固定型」も同比1.0ポイント増加し

ています。ちなみに、固定金利期間選択型とは、2年、

10年、20年など借り手が選んだした期間中は固定金利

になるというもの。

　経済や物価の見通しにはよるものの、日銀は基本的

に利上げの姿勢を緩めていません。このことから変動

型の住宅ローンが再び上昇する可能性は十分に考えられ

ます。さらに全期間固定型の貸出金利に影響を与える

長期金利も上昇基調となっており、2月12日には14年ぶ

りの高水準を記録しました。

　図1を見ると、インフレ基調によって変動型住宅ロー

ンを選ぶ人の割合は徐々に増加しており、2023年10月

調査から見れば全期間固定型を選ぶ人の割合も同様に

増えています。変動金利は先が読めないリスクがあるも

のの、全期間固定型金利に比べればまだまだ低い金利

に抑えられています。

　経済産業省資源エネルギー庁の調達価格等算定委員

会は2月、2026年以降の調達価格等に関する委員会の

意見をとりまとめました。委員会では太陽光

発電を導入した住宅の住まい手に対して、初

期投資支援のスキームを導入する案が上程さ

れました。このスキームは屋根設置太陽光パ

ネルを設置する住宅の所有者の財務基盤や

与信が小さいことを踏まえて、なるべく早く投

資した金額が回収できるようにするものです。

これによって、事業の継続性や太陽光パネル

の適切な廃棄サイクル実現につなげます。

　具体的には2026年度のFIT調達価格を当初

4年で24円/kWh に設定し、5 ～ 10年で8.3/

kWhにするというものです。前年度となる2025

年度は15/kWhの予定であるため、約1.6倍に

なるという案が示されたことになります。

　国は2030年までに新築戸建住宅の6割に太

陽光発電を設置する目標を掲げていますが、

FIT買取価格1.6倍の24円/kWh案が上程FIT買取価格1.6倍の24円/kWh案が上程
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　このことから、「金利のある世界」における住宅ロー

ン契約の考え方は何を選ぶかより、金利が優遇される

住宅を建てることだといえます。具体的にはZEHや認定

長期優良住宅などが挙げられます。住宅金融支援機構

では【フラット35】S（ZEH）の場合、当初5年間につき年

間0.75％の金利引下げを実施しているほか、【フラット

35】S（ZEH）かつ長期優良住宅の場合、当初5年間につき

年間1％の金利引下げを実施しています。

　工務店は建主の借入負担を大きくしない家の建て方

と満足度を高める性能を両立した家づくりを提案してい

くとよいでしょう。

【図】令和7年度以降（2025年度以降）の調達価格等について

出典：経済産業省資源エネルギー庁

2022年度の設置率は31.4%にとどまり、目標達成には設

置率を2倍程度に増やす必要があります。

　経済産業省の委員会で、FIT制度における2026年度以降の買取価格を当初4年に限り24円/kWhにする案が上程され

ました。前年度比約1.6倍の金額となります。太陽光発電関連の設備投資金額が早く回収でき、かつ使い終わった太

陽光パネルを適切に処分できるようにして住宅用太陽光発電の設置率を向上させる狙いがあります。
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　（一財）住宅生産振興財団と住宅展示場協議会はこ

のほど、2024年度の「総合住宅展示場来場者アンケー

ト2024調査報告書―レジリエンス住宅について&ZEHへ

の意識・関心と採用意向について―」を1月21日に公表し

ました。これは両団体が1999年度から毎年度総合住宅

展示場来場者を対象に住宅取得等に当たっての意識に

総合住宅展示場来場者アンケート調査報告総合住宅展示場来場者アンケート調査報告

【図1】レジリエンス住宅の特長で関心がある点（全体）　※トピックス調査 ※複数回答

【図2】ZEHの導入・採用理由（年代別）　※トピックス調査

【図3】ZEHの非導入・不採用理由（年代別）　※トピックス調査

ついて調査しているもの。総合住宅展示場における情

報提供のあり方、住宅メーカーなどの商品開発等の参

考にすることを目的にしています。調査期間は2024年8

月24日～ 9月25日、有効回収数が624票となっています。

住宅の省エネ対策に関する関心が読み取れる調査であ

るため、工務店は集客の参考にしてみてください。



Monthly HAKKO 2025 年 3 月号 vol.75

本　　　社 / 〒 523-0015  滋賀県近江八幡市上田町 175
大阪営業所 / 〒 530-6010  大阪市北区天満橋 1-8-30 OAPタワー 10F
京都営業所 / 〒 601-8121  京都府京都市南区上鳥羽大物町 28 シグマビル 1F

発行 / ㈱八興   〒 523-0015  滋賀県近江八幡市上田町 175
TEL.0748-37-7185　　https://www.hakko-gr.co.jp/

Monthly HAKKO 2025 年 3 月号 vol.75

㈱八興
@ d c k 7 1 2 7 i

㈱八興京阪営業所
@ 6 6 2 y r q j e

新設住宅着工統計
戸数 前月比 (%) 前年同月比 (%)

新設住宅合計 62,957 ▲ 3.2 ▲ 2.5

利用関係別

持家 17,821 ▲ 9.8 4.6
貸家 26,424 ▲ 1.1 2.1
給与 530 30.5 44.8
分譲 18,182 0.2 ▲ 14.7

地域別

首都圏 21,355 ▲ 8.8 ▲ 12.2
中部圏 7,044 3.8 ▲ 0.7
近畿圏 11,348 3.4 11.2

その他の地域 23,210 ▲ 2.8 1.1

構造別 .
建て方別

木  造 37,409 ▲ 3.7 4.7
一戸建 26,491 ▲ 5.4 ▲ 0.1
非 木 造 25,548 ▲ 2.4 ▲ 11.5
共同住宅 22,313 ▲ 2.3 ▲ 12.1

工法別

軸組木造 29,455 ▲ 3.6 6.4
在来非木造 18,748 ▲ 6.2 ▲ 16.0
プレハブ 7,598 4.8 2.1

2 × 4 7,156 ▲ 1.2 0.1

2024年 12 月の住宅着工統計調査
近畿圏内県別の新設住宅着工統計

滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山

住宅合計 671 1,898 5,983 2,059 411 326 
前年比 (%) ▲ 17.4 56.9 18.5 ▲ 10.9 ▲ 32.0 49.5

持家 277 316 831 570 208 166 
前年比 (%) ▲ 1.1 24.4 8.8 ▲ 10.7 9.5 33.9

貸家 303 801 3,115 756 116 112 
前年比 (%) 36.5 32.2 14.6 ▲ 24.1 ▲ 43.4 86.7

給与 1 5 14 28 1 0 
前年比 (%) ▲ 97.3      -   ▲ 17.6 0.0      -   ▲ 100.0

分譲 90 776 2,023 705 86 48 
前年比 (%) ▲ 67.0 121.7 30.5 8.5 ▲ 58.9 71.4

うち集合 0 572 1,280 293 0 0 
前年比 (%) ▲ 100.0 264.3 57.2 26.8 ▲ 100.0 0.0

うち戸建 90 201 743 412 86 48 
前年比 (%) ▲ 25.0 7.5 1.0 ▲ 1.7 ▲ 21.1 71.4

床面積 (㎡ ) 106,694 176,778 454,704 372,586 65,286 32,391 
前年比 (%) ▲ 0.3 52.8 ▲ 29.4 40.8 ▲ 42.2 5.3

※▲は減少、無印は増加を表す　※単位が明記されていない数字は戸数　出典：国土交通省「住宅着工統計調査」

4月以降に着工する全ての建築物には省エネ基準への適合が求められます。省エネ性能が上がると断熱材や窓の性能や重量が上がるため、

建物そのものの重さが増えます。このため構造関係規定も改正されました。いわゆる4号特例の縮小です。従来、一般的な木造二階建て住

宅は構造関係規定等の審査が省略されてきましたが、改正後は省略されません。着工時には確認申請書・図書に加えて、構造関係規定等の

図書と省エネ関連の図書を提出しなければなりません。お困りの方は八興の担当営業までお気軽にお問い合わせください！


